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■基本方針 ～4つの柱～

■基本目標（2030年）

①電力消費量の削減　▲10%

電力供給量の内訳

②再エネ導入　154万kW ③コジェネ等導入　40万kW　
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■分散型電源（県内で供給される電源）
　【構成比：31.1％】  
     →再生可能エネルギー（15.6％）
     →コジェネ・燃料電池（15.5%）
■大規模電源（県外から供給される電源）
　【構成比：68.9%】　※36％減（2010年比）
⇒東日本大震災前の原発由来の電力量相当分を
　省エネと分散型電源で確保

太陽光
（非住宅）
81.7

バイオマス  1.8
小水力  1.0
風力  2.5
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８つの「重点プロジェクト」
　平成28年度から平成32年度までの5年間で重点的に取り組むべき県の施策の展開方向等を示しています。

基本方針（4つの柱） 8つの重点プロジェクト

●エネルギーを『減らす』
≪省エネルギー・節電の推進≫

（1）省エネルギー・節電推進プロジェクト
　・省エネ型ライフスタイル、省エネ機器使用 等

●エネルギーを『創る』
≪再生可能エネルギーの導入促進≫

（2）再生可能エネルギー総合推進プロジェクト
　・太陽光発電、再生可能エネルギー熱

（3）小水力利用促進プロジェクト
　・農山村地域における小水力発電 等

（4）バイオマス利用促進プロジェクト
　・木質バイオマスや廃棄物のエネルギー利用

（5）エネルギー自治推進プロジェクト
　・地域での取組推進、災害対応強化

●エネルギーを『賢く使う』
≪エネルギーの効率的な活用の推進≫

（6）エネルギー高度利用推進プロジェクト
　・天然ガスコジェネ・燃料電池、次世代自動車

（7）スマートコミュニティ推進プロジェクト
　・地域の実状に応じたスマートコミュニティ構築

●３つの取組を『支える』
≪エネルギー関連産業の振興、技術開発の促進≫

（8）産業振興・技術開発促進プロジェクト
　・産学官連携によるエネ関連技術開発 等

エネルギー政策の推進
 

新しいエネルギー社会づくりの総合推進 ＜エネルギー政策課＞

　原発に依存せず、社会（災害等のリスクに強い社会）、環境（低炭素社会）、経済（地域内経済循環による地方創生）
の調和した持続可能なエネルギー社会の実現に向けては、あらゆる主体が参画し、県民総ぐるみで取り組んでいくこ
とが重要です。
　そこで、地域主導によるエネルギーシフトに向けたローカル・イノベーションを創出するための総合的な推進体制
のもと、県民の参画や多様な主体との協働による取組の強化を図ります。

エネルギー社会トップモデルの形成推進 ＜エネルギー政策課＞

　地域特性に応じた資源をエネルギーとして有効活用し、持続的かつ安定的なエネルギーとして利用する社会を構築
することにより、災害等のリスクに強い安全・安心な社会や低炭素な社会の実現、地域の活性化、雇用の創出等につ
なげるため、民間事業者等による未利用エネルギー等を活用したモデル地域づくりに向けた取組を支援しています。

平成29年度滋賀県エネルギー社会トップモデル検討支援事業補助金採択事例
（琵琶湖里湖循環プロジェクト：太平洋セメント㈱、草津市）
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スマート・エコハウスの普及促進
 ＜エネルギー政策課＞

　本県では平成17年度から、住宅用太陽光発電の余剰
電力として売電をした電力量に応じて助成する全国初の
取組を開始し、平成21年度からは住宅用太陽光発電の
設置に対する補助を行っています。更に、省エネ製品の
購入をあわせて促進することで、CO₂の排出・エネルギー
の使用が少ない住宅の普及を図っています。
　これまで本県の支援により、8,496件の家庭に太
陽光発電や省エネ製品等が導入（うち、太陽光発電は
35,868kW）され、県内の住宅用太陽光発電の普及率
は平成28年度末で11.1％であり、全国で6位、近畿で
トップとなっています。
　今後は、更に家の断熱性能を高めたり、高性能な省エ
ネ設備を導入し、年間の一次エネルギー消費量が正味
（ネット）でゼロとなる住宅（ZEH：ネット・ゼロ・エ
ネルギー・ハウス）の普及を目指します。
　家庭においてエネルギーを「減らす」「創る」「賢く使
う」取組を総合的に広めるため、平成29年度は、個人
の既築住宅において太陽光発電や高効率給湯器、蓄電池
等の「スマート・エコ製品」を設置される方を対象にし
た補助を実施しています。

◆住宅用太陽光発電システム導入状況

［出典］
○ 平成17年度～20年度：一般社団法人 新エネルギー導入促進協議会調査データ
○平成21年度～25年度：住宅用太陽光発電補助金（J-PEC）交付件数
○平成26年度～：FIT公表データ（10kW未満の新規・移行認定分）

事業所における再生可能エネルギー等の導入促進
 ＜エネルギー政策課＞

　固定価格買取制度（FIT制度）
の開始以降、多様な業種の企業に
よる再生可能エネルギー等の導入
が進んでいます。
　県では、中小企業等を対象とし
て、再生可能エネルギー等の分散
型エネルギーの導入を支援してい
ます。

企業庁浄水場のポンプ群制御による
アグリゲーター事業の検討・構築 

＜エネルギー政策課・企業庁＞

　企業庁浄水場のポンプ群の稼働データから水と電力の
需要を予測し、統合制御することで拠出される需給調整
力を小売事業者や系統運用者に提供し、その対価として

（株）水口テクノスの
廃食油専用温風機

【甲賀市：発熱量45,000kcal/h】

インセンティブを得るアグリゲーター事業の事業性を調
査しています。

農村地域における小水力発電（※）等の
導入促進 ＜農村振興課＞

　農村地域におけ
る再生可能エネル
ギーの活用は、施
設の維持管理費の
軽減や地域の活性
化につながります。
このことから、国
の制度を活用し、
農業用水路の落差
を利用した小水力
発電や揚水機場の
屋根等を利用した太陽光発電の導入を進めています。
　平成28年度においては、小水力発電整備事業を2地
区で実施し、2基（合計22kw）完成、1基整備中です。
※100kW未満であり「マイクロ水力」と分類される場合があります。

県営姉川ダムにおける水力発電事業の
開始 ＜流域政策局＞

　低炭素社会づくりに向けた再生可能エネルギーの導入
促進のため、平成29年度より治水を主目的に建設・管理
している姉川ダム（米原市曲谷）の維持放流水を有効に活
用して民間事業者による新たな水力発電を開始しました。
　水力発電所の出力は900kWであり、推定年間発生電
力量は、一般家庭1,300世帯（米原市の1/10の世帯数）
が1年間に消費する電力に相当する約4,700千kWhを
見込んでいます。

地域が主導するエネルギー自治に向けた
取組支援 ＜エネルギー政策課＞

　地域の様々な取組主体が主導する形で再生可能エネル
ギー等の普及が進めば、地域に利益が還元され、地域の
活性化にもつながることが期待されます。先進的な導入
事例について、情報の収集と提供を行うほか、エネルギー
自治の推進やエネルギー分野からの地域活性化を図るた
めの地域団体等による主体的な活動を支援しています。

農業用水路の落差を利用した小水力発電
（長浜市　湖北土地改良区）
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